
令和３年度鹿児島地域保健医療福祉協議会
（書面開催）

令和４年３月28日

１ 報告事項

＜健康企画課＞
⑴ 地域医療構想の推進について 【資料１】
⑵ 地域医療連携計画の見直しについて 【資料２】
⑶ 医療と介護の連携に係る入退院支援ルールについて 【資料３】
⑷ 健康かごしま２１鹿児島地域推進協議会の結果について 【資料４】
⑸ 感染症予防対策について 【資料５】

＜地域保健福祉課＞
⑹ 精神障害にも対応した地域包括ケアの推進 【資料６】

（連絡先）
鹿児島地域振興局保健福祉環境部（伊集院保健所）
健康企画課 電話︓099-273-2332 FAX︓099-272-5674
地域保健福祉課 電話︓099-272-6301 FAX︓099-272-6270



№ 構成団体 機関・団体名 出身団体の役職等 氏　　名

1 日置市 日置市長 永山　由高

2 いちき串木野市 いちき串木野市長 中屋　謙治

3 三島村 三島村長 大山　辰夫

4 十島村 十島村長 肥後　正司

5
そ の 他
行政機関

消防署 日置市消防本部消防長 福山　昌己

6 日置市医師会会長 山之内　梅節

7 いちき串木野市医師会会長 花牟禮　康生

8 歯科医師会 日置地区歯科医師会会長 清水　久喜

9 薬剤師会 日置薬剤師会副会長 平田　律子

10
社会福祉
施 設

民生委員協議会代表
いちき串木野市民生委員児童委員協議
会会長

塰泊　昭子

11 事業場等
助産師，保健師又は
看護師団体の代表

鹿児島県看護協会南薩地区代表 南新　敦子

12 婦人団体の代表 日置市地域女性連絡協議会会長 横山　公代

13
地域の実情を考慮

し，局長等が特に必
要と認める者

鹿児島県介護支援専門員協議会
日置支部代表

福山　祥子

14
地域の実情を考慮

し，局長等が特に必
要と認める者

鹿児島純心女子大学看護栄養学部
看護学科教授

八田　冷子

15 県 鹿児島地域振興局保健福祉環境部長 増田　裕幸

（任期：令和３年４月１日～令和６年３月３１日）

鹿児島地域保健医療福祉協議会委員名簿

（令和４年２月15日現在）

市 町 村
関 係

医療団体
関 係

医師会

学識経験
者・その

他
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鹿児島地域保健医療福祉協議会設置要綱

（設 置）
第１条 地域住民が質の高い保健医療福祉サービスを受けられるよう，保健・医療・福祉の

連携を図りながら，総合的な保健医療福祉施策を推進することを目的として，鹿児島地域
振興局に鹿児島地域保健医療福祉協議会（以下「協議会」という。）を設置する。

（協議事項）
第２条 協議会は，次に掲げる事項を協議する。

(1) 地域の実情に即した保健・医療・福祉施策の総合的，一体的な推進に関する事項
(2) 地域医療連携計画の策定，推進，進行管理，見直し等に関する事項
(3) その他地域における保健・医療・福祉の向上に必要な事項

（組 織）
第３条 協議会は，委員２５人以内で組織する。

（委 員）
第４条 協議会の委員は，別表に掲げる者のうちから，鹿児島地域振興局長が選任する。

（任 期）
第５条 協議会の委員の任期は３年以内とする。ただし，再任を妨げない。
２ 委員に欠員を生じた場合の補欠委員の任期は，前任者の残任期間とする。

（会 長）
第６条 協議会に会長を置く。
２ 会長は，委員の互選により選出する。
３ 会長は，協議会を代表し，会務を総理する。
４ 会長に事故があるとき，又は会長が欠けたときは，会長があらかじめ定めた委員が，そ

の職務を代理する。

（会 議）
第７条 協議会は，必要に応じて会長が招集する。ただし，委員の任期満了等に伴い新たに

組織された協議会の最初に開催される会議は，鹿児島地域振興局長が招集する。
２ 会長は，会議の議長となり議事を整理する。

（意見の聴取）
第８条 会長は，必要があると認めたときは，委員以外の者を会議に出席させ，意見を聞く

ことができる。

（部会等）
第９条 協議会に，専門的な事項を検討するための部会等を設置することができる。
２ 部会等は，委員及び検討事項に対して専門的な知識を有する者のうちから，会長が指名

する者をもって構成することができる。
３ 部会等に部会長等を置き，部会等の委員の互選により選出する。
４ 部会長等は，部会等を代表し，会務を総理する。

（事務局）
第10条 協議会の事務局は，鹿児島地域振興局保健福祉環境部健康企画課に置く。

（補 足）
第11条 この要綱に定めるもののほか，協議会について必要な事項は会長が定める。

附 則
１ この要綱は，平成２０年７月２２日から施行する。
２ 「伊集院保健所運営協議会規程」は廃止する。
３ この要綱は，平成２１年４月１日から施行する。
４ この要綱は，平成３０年２月１日から施行する。
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（別表）

構 成 団 体 選 任 す る 者 の 職 名 等

市町村関係 市町村長の代表

市町村議会議長の代表

市町村福祉事務所長の代表

市町村保健師の代表

地域包括支援センターの代表

その他 警察署長又は次席

行政機関関係 消防長又は次席

保健福祉環境部長又は保健所長

医療団体関係 医師会の代表

歯科医師会の代表

薬剤師会の代表

獣医師会の代表

医療施設 病院長又は副院長

学 校 市町村教育長又は教育長会の代表

校長協会の代表

小中学校養護教諭の代表

社会福祉施設 社会福祉協議会の代表

民生委員協議会の代表

社会福祉施設関係の代表

事業場等 助産師，保健師又は看護師団体の代表

食生活改善推進員の代表

食品衛生協会の代表

衛生自治団体の代表

学識経験者 農協関係者の代表

・その他 婦人団体の代表

自治公民館の代表

老人クラブの代表

青年団の代表

ホームヘルパー団体の代表

地域の実情を考慮し，局長等が特に必要と認める者

3


